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特集第1部 犯罪被害者等施策推進会議決定
に基づく取組の進捗状況

犯罪被害者等施策については、第４次基本
計画に基づき、推進を図ってきたところであ
るが、犯罪被害者等の意見・要望等を受け、
令和５年６月６日、内閣府に特別の機関とし
て設置されている内閣総理大臣を会長とする
犯罪被害者等施策推進会議が開催された。同
会議では、基本法の基本理念に基づき、犯罪
被害者等が、被害原因や居住地域にかかわら
ず、その置かれている状況等に応じ、被害を
受けたときから再び平穏な生活を営むことが
できるようになるまでの間、必要な支援を適
時適切に途切れることなく受けることができ
るようにするため、今後実施していく５項目
の取組を取りまとめた「犯罪被害者等施策の
一層の推進について」（以下「令和５年６月
推進会議決定」という。）が決定され、施策
の更なる充実が図られることとなった。

以下では、同決定に基づく取組の進捗状況
について、５つの項目に沿って記述する。

令和５年６月６日に開催された
犯罪被害者等施策推進会議の開催状況

出典：首相官邸ホームページ

令和５年６月推進会議決定の概要

「犯罪被害者等施策の一層の推進について」

警察庁において、関係府省庁の協力を得つつ、１年以内を
めどに、民事損害賠償額も見据えて、犯罪被害給付制度に関
する以下の項目について検討を行って結論を出し、これらを
踏まえて必要な施策を実施
○ 算定方法見直しによる給付水準の大幅引上げ
○ 仮給付制度の運用改善

１ 犯罪被害給付制度の抜本的強化に関する検討

法務省において、犯罪被害者等が弁護士による継続的かつ
包括的な支援及びこれに対する経済的援助を受けることがで
きるよう、１年以内をめどに、犯罪被害者等支援弁護士制度
の導入に向けた具体的検討・関係機関等との調整を行って結
論を出し、これらを踏まえて所要の法整備を含めた必要な施
策を実施

２ 犯罪被害者等支援弁護士制度の創設

犯罪被害者等施策の一層の推進のため、国家公安委員会・
警察庁において、以下の取組の実施を通じて、司令塔として
の総合的な調整を十分実施
○ 警察庁の体制強化
○ 犯罪被害者等施策の進捗状況の点検・検証・評価を行
うための関係府省庁連絡会議の開催

３ 国における司令塔機能の強化

警察庁において、関係府省庁の協力を得つつ、１年以内を
めどに、ワンストップサービスの実現に向け、以下の項目に
ついて（国による人材面・財政面での支援、ＤＸの活用も含
め）検討を行って結論を出し、これらを踏まえて必要な施策
を実施
○ 地方公共団体における総合的対応窓口等の機能強化
○ 関係機関・団体との連携・協力の一層の充実

４ 地方における途切れない支援の提供体制の強化

関係府省庁において、医療・生活・教育・納税の各分野に
わたる制度について、関係機関・団体に対し速やかに通知を
発出するなどし、犯罪被害者等に配慮した取扱いを要請、又
は犯罪被害者等も利用し得ることを周知

また、犯罪被害者等に対する質の担保された治療としての
カウンセリングの保険適用の改善については、中央社会保険
医療協議会において、令和６年度診療報酬改定に向けた議論
を行って結論を出し、これらを踏まえて必要な施策を実施

５ 犯罪被害者等のための制度の拡充等

（令和５年６月６日犯罪被害者等施策推進会議決定）

犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号）の基本理念に基づき、犯罪被害者等が、被害原因や居住地域にかかわらず、
その置かれている状況等に応じ、被害を受けたときから再び平穏な生活を営むことができるようになるまでの間、必要な支援
を適時適切に途切れることなく受けることができるようにするため、以下の各取組を実施
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特集第1部 犯罪被害者等施策推進会議決定
に基づく取組の進捗状況

犯罪被害給付制度の抜本的強化に関する検討
第 1 章

１  「犯罪被害給付制度の抜本的強化に関する有識者検討会」の開催

警察庁においては、令和５年６月推進会議
決定の項目①「犯罪被害給付制度の抜本的強
化に関する検討」において、「犯罪被害給付
制度について、警察庁において、関係府省庁
の協力を得つつ、民事訴訟における損害賠償
額も見据えて、算定方法を見直すことによる
給付水準の大幅な引上げ…に関して検討を
行」うこととされたことを受け、「犯罪被害
給付制度の抜本的強化に関する有識者検討
会」を開催することとした（犯罪被害給付制
度（以下「犯給制度」という。）については、
このほか、Ｐ 30第２部【施策番号 13】参照）。

⑴　犯罪被害者等が置かれた現状について
犯罪被害は、犯罪被害者等に様々な影響・

困難をもたらすものである。例えば、犯罪被
害に遭ったことで犯罪被害者本人の収入が途
絶えるほか、家族が仕事を続けることができ
なくなったり、様々な出費を強いられたりす
るなど、犯罪被害は、犯罪被害者等に生活上
の負担を強いるものである。

もとより、犯罪により生じた損害について、
第一義的責任を負うのは加害者であるが、実
際には加害者からの損害賠償は十分に受けら
れていない現状にある。

⑵　本検討会の開催経過
本検討会においては、令和５年８月から令

和６年４月までの間、有識者構成員のほか、
法務省、厚生労働省及び国土交通省の参加を
得て、10 回にわたって検討会を開催し、上
記の犯罪被害者等が置かれた現状に対して、
特に国からの経済的支援について、現行の犯
給制度の見直しができないか、現行の犯給制
度にとらわれることなく新たな経済的支援に
ついて考えられないかなどについて議論を
行った。
同月 25 日、議論の内容が取りまとめら

れ、警察庁ウェブサイト「犯罪被害者等施
策」（https://www.npa.go.jp/hanzaihigai/
meeting/kyufu_kyouka/kaisai/index.
html）においてその内容を公表している。

２  「犯罪被害給付制度の抜本的強化に関する有識者検討会」の取りまとめ概要

⑴　犯罪被害給付制度の見直しに関する
提言
犯給制度について速やかに見直しを図り、

早期に犯罪被害者等に対する経済的支援を充
実させるために、以下の提言が取りまとめら
れた。
ア　遺族給付金の支給最低額の一律引上げ

幼いこども等、犯罪被害者に収入がな
い場合における遺族に対する給付額が低い
水準にとどまっている現状にあることか

ら、生計維持関係遺族（犯罪行為が行われ
た当時、犯罪被害者の収入によって生計を
維持していた一定の遺族をいう。以下同
じ。）がない場合であっても、少なくとも、
他の公的給付等制度において遺族に当たる
方が受給できる最低額を下回る部分につい
ては、これと同程度の水準にまで、遺族給
付金の支給最低額を引き上げるべきとされ
た。

第
１
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特集 犯罪被害者等施策推進会議決定に基づく取組の進捗状況第1 部

イ　遺族自身に生じる影響を踏まえた遺族給
付金の支給額の増額
遺族には、犯罪被害者が死亡したことに

よる収入の途絶以外にも、残された遺族が
精神的ショック等から十分に就労できなく
なったり、犯罪被害に関連した支出により
経済的に打撃を受けたりするなど、犯罪被
害に起因する様々な生活上の経済的負担が
生じていることから、このことを踏まえた
遺族給付金の支給額の増額が図られるべき
であるとされた。
ただし、犯罪被害によって遺族が置かれ

る状況は様々である中で、休業した方に追
加的な給付をするような制度とすると、無
理をおしてまで仕事を継続したような方に
給付することができなくなってしまい適当
ではない点が指摘された。また、速やかに
給付することが可能な制度とする必要があ
るほか、給付額の多寡で精神的ショックの

程度が評価されるかのような制度はふさわ
しくないことから、他の制度との均衡にも
配意しつつ、画一的な基準によって対象・
金額を定め、遺族給付金の支給額の増額を
図るべきとされた。

ウ　休業加算額及び障害給付金の支給最低額
の一律引上げ
上記アのとおり、遺族給付金の支給最低

額を他の公的給付等制度の給付水準を参考
に引き上げることに伴い、遺族給付金と同
様に犯罪被害者の収入を基礎としつつ最低
額を設けている重傷病給付金における休業
加算額及び障害給付金についても、他の公
的給付等制度より低い給付水準となってい
る部分については、引上げを図るべきとさ
れた。

犯罪被害給付制度の抜本的強化に関する有識者検討会 取りまとめ（概要）
開催状況
【検討課題】
民事訴訟における損害賠償額も見据えた給付水準の大幅な引上げ
（R5.6.6犯罪被害者等施策推進会議決定の１）

【議論の経過】
・令和５年８月から令和６年４月までの間に計10回開催
・関係省庁からの説明聴取、民法・民事訴訟の専門家からのヒアリング
・①現行制度の性格を前提とした早期の見直し事項
②現行制度にとらわれることなく、制度の性格を含めて議論すべき事柄
に分けて議論を実施

構成員
太田 達也 慶應義塾大学法学部教授
假谷 実 犯罪被害者遺族
川崎 友巳 同志社大学法学部教授
島村 暁代 立教大学法学部教授

◎滝沢 誠 中央大学大学院法務研究科教授
正木 靖子 弁護士

※敬称略、五十音順、◎：座長
（事務局） （オブザーバー省庁）
警察庁 法務省、厚生労働省、国土交通省

残された課題
損害回復・経済的支援の在り方について

○ 犯罪被害からの回復を考えるときには、民事上の
損害を基本に考えるべきではないか

○ 慰謝料の算定方法などを踏まえると、経済的支援
を考える際に、民事上の損害をそのまま参照して
良いのか

○ 一般の社会保障制度も含めた制度全体の中での位
置付けや、国、地方公共団体等による様々な支援
施策を全体として考える必要

加害者の責任履行も含め、損害回復・経済的支援等への取組の在り方については、様々な視点から検討が必要

算定式の更なる見直しについて
○ 犯罪被害の実態を踏まえて、他の公的給付等制度にと
らわれない独自の算定をすべきではないか

○ 財源、給付の性質等の観点から、公的給付制度間の均
衡を崩してしまうことにならないか

「立替払」について
○ 国が損害賠償額を立て替えて支払い、加害者に求償す
べきではないか

○ 加害者に一義的責任がある中で、立て替えとはいえ、
国が損害賠償額を支払うことをどう根拠付けるのか

財源について
○ 財政的支出を伴う制度である以上、財源
の検討は必要不可欠

○ 国民負担と給付水準に関する国の在り方
の議論に関わる

※ 一般財源のほか、罰金の活用、有罪判決を受けた
者に対する課徴金等の賦課、保険料等の徴収等のア
イデアも挙げられているが、いずれも課題がある。

犯罪被害給付制度の見直しに関する提言

早期に解消すべき課題
① 幼いこども等の収入がない方が犯罪被害に
より亡くなった場合の遺族に対する給付額が
十分ではない

② 残された遺族が精神的ショック等から十分
に就労できなくなることなど、犯罪被害者本
人の収入途絶以外にも、経済的に大きな打撃
を受ける実態があることを踏まえて、給付額
の算定を見直すべき

提言

現行制度の性格を前提に、以下の３点を早期に実現すべき

Ⅰ．遺族給付金の支給最低額の一律引上げ
Ⅱ．遺族自身に生じる影響を踏まえた遺族給付金の支給額の増額
Ⅲ．休業加算額及び障害給付金の支給最低額の一律引上げ

提言に基づき、速やかに犯罪被害給付制度の見直しを図り、早期に犯罪被害者等に対する経済的支援を充実させるべき

過去に犯罪被害を受けた方について
○ 寄り添い支援や、様々な支援制度を全体
として活用していくべき

「犯罪被害給付制度の抜本的強化に関する有識者検討会」の取りまとめ概要



5

第１章　犯罪被害給付制度の抜本的強化に関する検討

⑵　残された課題
犯罪被害者等には犯罪被害を原因とする

様々な経済上の負担があることや、加害者か
ら損害賠償を十分に受けることができていな
い現状について、本検討会においては、提言
の内容に加え、現行の犯給制度の算定式を前
提としつつも個別の項目について更に見直し
が考えられるのではないか、犯罪被害者等が
民事訴訟で取得した債務名義に基づいて、加
害者の犯罪被害者等に対する損害賠償債務を
国が犯罪被害者等に立て替えて支払った上
で、国が加害者に対して求償するいわゆる「立
替払制度」等の新たな制度が考えられないの
かなど、必ずしも現行の犯給制度にとらわれ
ることなく、制度の性格を含めた経済的支援
の在り方についての議論があった。
これらの議論は、加害者に一義的責任があ

る中で国の責務・役割をどう考えるか、財源
をはじめ、公的な給付制度・社会保障制度等
の中で、給付水準や国民負担との関係をどう
考えるかなど、国家財政や社会保障等の様々
な制度にも関わるものであり、一致した結論
を得るに至らなかったが、犯罪被害者等の損
害を回復し、犯罪被害者等を経済的に支援す
るための取組（損害回復・経済的支援等への
取組）を考えるに当たって必要となる様々な
視点も示されたことから、「残された課題」
として、以下の各項目について議論が整理さ

れた。
〇�　現行の犯給制度の算定式の各構成要素
を見直すことによる給付額の引上げにつ
いて

〇　「立替払」について
〇�　損害回復・経済的支援の在り方につい
て

〇　財源について
〇�　過去の犯罪被害により現在も困難な状
況にある犯罪被害者等に対する支援につ
いて

⑶　損害回復・経済的支援等への取組
加害者の損害賠償責任をいかにして履行さ

せるかということを含め、損害回復・経済的
支援等への取組の在り方については、本検討
会における議論で示されたような様々な観点
から検討する必要があり、その財源も含め、
広く国民の理解が得られるよう努めながら、
犯罪被害者等施策推進会議の下で犯罪被害者
等基本計画に盛り込むべき事項の検討並びに
施策の実施状況の検証、評価及び監視の補佐
を行う基本計画策定・推進専門委員等会議で
の議論を中心として、刑事、民事、社会保障、
財政等の様々な専門分野からの視点も踏まえ
て、犯罪被害者等施策に関係する府省庁が連
携し、政府全体として引き続き検討すべきで
あるとされた。

３  提言を踏まえた取組

提言を踏まえ、警察庁においては、以下の
とおり犯給制度の改正を行い、犯罪被害者等
給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に
関する法律施行令の一部を改正する政令が、
令和６年６月に施行された。

⑴　遺族給付基礎額、休業加算基礎額及び
障害給付基礎額の最低額の引上げ
犯罪被害者等給付金の額は、犯罪被害者の

勤労収入を基礎に算定される基礎額（遺族給

付基礎額、休業加算基礎額及び障害給付基礎
額）に、一定の倍数等を乗じて得た額とされ
ており、また、この基礎額には、犯罪被害者
の収入が少ない又はない場合にも一定の額が
支給されるよう、最低額が設定されている。
他の公的給付制度における支給最低額と同

水準の支給を行うことができるよう、遺族給
付金、休業加算額及び障害給付金の算定の際
に用いる遺族給付基礎額、休業加算基礎額及
び障害給付基礎額の最低額を、それぞれ一定
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第１章　犯罪被害給付制度の抜本的強化に関する検討

水準まで引き上げることとした。
○�　遺族給付基礎額：最低額 3,200 円を
6,400 円に引上げ

○�　休業加算基礎額：最低額 2,200 円を
3,200 円に引上げ

○�　障害給付基礎額：最低額 3,600 円を
5,900 円に引上げ

⑵　遺族給付基礎額の算定における加算
額の新設
遺族給付金の算定に当たって用いられる遺

族給付基礎額については、死亡した犯罪被害
者の勤労収入のみを基礎に算定されていたと
ころ、犯罪被害者が死亡したことによる収入
途絶以外に、遺族自身に生じる影響を踏まえ、
遺族給付金の支給を受けるべき遺族が、犯罪
被害者の死亡の時において、犯罪被害者の配
偶者、子又は父母であった場合、遺族給付基
礎額の算定に当たって一定額（4,200 円）を
加算することとした。

４  仮給付制度の運用改善

令和５年６月推進会議決定の項目①におい
ては、仮給付制度の運用改善についても取り
組むこととされた。これを受け、警察庁にお
いては、令和５年７月、都道府県警察に対し、
仮給付の更なる推進に係る通達（「犯罪被害
給付制度における仮給付の更なる推進につい
て」（令和５年７月 24日付け警察庁長官官房
教養厚生課長通達））を発出し、仮給付制度
の積極的活用について指示するとともに、業
務担当課等に対する直接指導等を継続して実
施している。これらの取組の結果、令和５年
度中における仮給付決定に係る犯罪被害者の
数は、41人（前年度比 13人増加）であった。
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